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実施主体：厚生労働省 

調査目的：我が国におけるすべての労働組合を対象として、労働組合数、労働組合員数、加盟組織系統等の

状況を調査し、労働組合及び労働組合員の産業別、地域別、加盟上部組合別の分布等労働組合組

織の実態を明らかにすることを目的とする。 

調査期日：令和４年６月３０日 

調査範囲：我が国におけるすべての労働組合（国家公務員法又は地方公務員法に規定する職員団体を含む） 

 

【本県の状況】 

１ 労働組合数・労働組合員数・推定組織率の状況 

年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

労働組合数（組合） 323 320 316 306 303 295 

労働組合員数（人） 35,112 34,667 34,377 33,987 33,409 32,382 

 推定組織率（%） 15.2 15.0 14.8 14.7 14.4 14.2 

注）推定組織率は、労働組合員数を以下の各数字で除して算定。 

平成 29年～令和２年…「平成 26年経済センサス（基礎調査）」常用雇用者数＋臨時雇用者数（231,610 人：221,065 人＋10,545 人） 

令和３年…「平成 28 年経済センサス（活動調査）」従業員数 230,700 人 

令和４年…「令和３年経済センサス（活動調査）」従業員数 228,315 人 

 

２ 産業別の状況 

  産業別の労働組合員数をみると、「製造業」が 6,175 人で最も多く、以下「公務」の 5,662 人、「卸売，

小売業」の 4,335 人と続いている。 

＜産業別労働組合員数＞ 青色…前年比増加、赤色…前年比減少、( )内…令和３年組合員数 
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16 280 6,175 757 432 3,082 4,335 2,773 3 

(18) (277) (6,555) (837) (450) (3,170) (4,282) (2,908) (3) 

  率(%) 0.0 0.9  19.1  2.3  1.3  9.5  13.4  8.6  0.0  
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ｻｰﾋﾞｽ業 
ｻｰﾋﾞｽ業 公務 分類不能 合計 

63 53 23 2,352 3,029 1,691 1,577 5,662 79 32,382 

(71) (62) (25) (2,353) (3,204) (1,728) (1,603) (5,782) (81) (33,409) 

0.2 0.2  0.1  7.3  9.3 5.2  4.9  17.5  0.2  100 

 

３ 加盟団体別の状況 

  「日本労働組合総連合会鳥取県連合会（連合鳥取）」に 204 組合、26,834 人が加入しており、県内最大の

労働団体となっている。 

   また、「鳥取県労働組合総連合（県労連）」には 32 組合、2,008 人が加入している。 

＜加盟団体別労働組合数・労働組合員数＞ 

加盟団体 連合鳥取 県労連 その他・無加盟 合計 

労働組合数（組合） 204 32 59 295 

労働組合員数（人） 26,834 2,008 3,540 32,382 

 率(%） 82.9 6.2 10.9 100.0 

 


